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○神埼市特別支援保育推進事業実施要綱 

平成２１年４月１日 

要綱第３４号 

改正 平成２４年２月１日要綱第５５号 

（題名改称） 

平成３１年４月４日要綱第３０号 

（目的） 

第１条 この要綱は、保育に欠け、特別に支援の必要な児童の保育の充実を図り、もって

児童福祉の増進に資することを目的とする。 

（平２４要綱５５・一部改正） 

（実施主体） 

第２条 事業の実施主体は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第４項の

規定により認可を受けた保育所、並びに地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第３項及び神埼市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平

成１８年神埼市条例第５７号）第６条第１項による指定を受けた指定管理者が運営する

保育所とする。 

（平２４要綱５５・一部改正） 

（対象児童） 

第３条 保育に欠け、集団生活が可能な、日々通所できる市内在住の児童で、次のいずれ

かに該当するもの。 

(1) 「特別児童扶養手当等の支給に関する法律」（昭和３９年法律第１３４号）に基づ

く特別児童扶養手当の支給対象（所得により手当の支給を停止されている場合を含

む。）となる児童 

(2) 前号に該当する者を除き、次のいずれかに該当する児童 

ア 「身体障害者福祉法」（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定に基

づき、身体障害者手帳の交付を受けている児童、又は佐賀県総合福祉センターの嘱

託医、若しくは同法同条第１項により指定された医師が、これと同等程度の障害を

有すると判定したもの 
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イ 「療育手帳制度について」（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号通知）

に基づき、療育手帳の交付を受けている児童、又は佐賀県総合福祉センターの所長

若しくは専門医その他公的機関の証明書、診断書、意見書等によりこれと同等若し

くは発達遅滞であると判定したもの 

（平２４要綱５５・一部改正） 

（判定手続） 

第４条 保育所長は、前条第２号による判定を佐賀県総合福祉センター所長に依頼する場

合は、次によるものとする。判定を必要とする児童については、保護者に当該事業の趣

旨を十分説明し、同意を受けた児童について、神埼市特別支援保育推進事業判定依頼書

（様式第１号）及び発達状況調査票（様式第２号）を佐賀県総合福祉センター所長に提

出すること。なお、判定は、毎年度依頼すること。 

（平２４要綱５５・一部改正） 

（保育士の配置） 

第５条 保育所において、第３条に該当する児童を入所させる場合においては、特別支援

の必要な児童の保育について十分な知識・経験を有する保育士を配置することとする。 

（平２４要綱５５・一部改正） 

（費用） 

第６条 保育所において第３条に該当する特別支援の必要な児童を受け入れた場合は、別

に定めるところにより、当該事業に要する保育士の人件費及び必要な経費を助成する。 

（平２４要綱５５・一部改正） 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年要綱第５５号） 

この要綱は、平成２４年２月１日から施行し、改正後の要綱の規定は、平成２３年４月

１日から適用する。 

附 則（平成３１年要綱第３０号） 

この要綱は、令和元年５月１日から施行する。 

 


